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第４回政府税制調査会（10/14）の外国子会社合算税制に関する主な意見 １ 

１ トリガー税率を上回る外国関係会社を一律・自動的に対象外としていることについて、どう考えるか。 
○ 「BEPSプロジェクト」の勧告や最近の諸外国の動向等を踏まえれば、現行のトリガー税率に基づく外国子会社合算

税制について、租税回避のリスクを「外国子会社全体の税負担水準と活動の様態」により判断する現行の方法から、
「外国子会社の所得の内容」により判断するアプローチへと転換するとの制度改正の方向性は妥当。 

○ 外国子会社の所得のうち、経済実体がなくとも得ることができる「受動的所得」のみ合算対象とするという改正の方
向性は、日本企業が海外子会社の実態把握やガバナンス向上にも貢献するのではないか。 

○ 「実体があれば合算せず、ペーパーカンパニーであれば合算」との方向性は支持。但し、実体ある企業の国際的な
誘致競争激化につながり得ることから、日本の法人税全体を如何に改革するか、という広い視点も持って検討すべ
き。 

２ 資本関係を断絶する一方で、契約関係等により子会社を支配しているようなケースには、どのように対応すべきか。 
○ 「実質支配」をどう定義するのかが課題。 
○ 親会社が資本関係なしに実質的に影響力を行使している外国子会社については、合算税制の回避を目的とする

ものだけではなく、リスク管理等、経済合理的な理由に基づくものもあることに配慮する必要。  

３ 納税者への過度な事務負担発生を避けつつ、租税回避を効果的に抑制できるようにするには、どのように対象を
絞り込むべきか。 
○ 適用免除基準は、企業経営に支障のない設定にすることと、租税回避を防止することとのバランスの取れたものと

することが大変重要。 
○ 所得分類に厳密性を求めすぎると企業経営への過度な負担となり得ることから、制度改革に当たっては、課税当

局がデータをもとに経済実態を適切に把握した上で、段階的に取り組んでいくべき。 
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第４回政府税制調査会（10/14）の外国子会社合算税制に関する主な意見 ２ 

４ 調査権限の及ばない外国子会社に関する情報収集のあり方はどういったものが考えられるか。また、それに伴う事
業者の事務負担について、どう考えるか。 
○ 租税回避スキームに関する情報の収集制度を外国子会社合算税制の制度として盛り込む必要。 
○ 外国子会社の実態把握ができるよう、「タックス・プランニングの義務的開示制度」と絡めて当局による情報収集の

仕組みについても検討すべき。 
○ コーポレートガバナンスの観点から、子会社の情報をしっかり収集している企業は、追加の負担が限られるのでは

ないか。 
 
 
 
 

 

５ 現在の適用除外判定で、実体ある事業が合算課税されるようなケース（いわゆる、オーバーインクルージョン）に対
し、どのような対応が考えられるか。 
○ 事業実体の有無の線引きを明確に行い、企業にとって、予見可能性の高い制度とする必要。 
○ 一見、実体や事業活動が殆どないようなものでも、価値を生んでいるものもあるため、考慮する必要。 
○ 地域統括会社については、果たしている様々な機能や経済実態を踏まえて、合算の適否を慎重に検討するべき。 
○ 適用除外判定の設計に当たっては、東南アジアの地域ハブとしての機能を担っている国・地域の政府へのアナウ
ンス効果にも留意すべき。 

 
６ 現行制度の対象は、租税回避リスクの高い所得を過不足なく捉えているか？ 例えば、自らは開発に関与せず単に

親会社から移転されただけの知的財産が価値の大部分を占める財やサービスの販売から得られる所得について、対
応する必要があるか。  
○ 外国子会社の所得を「受動」と「能動」に分類することが困難な場合には、その所得を生み出した資本的な財産に

対し、一定の利益率を掛けて合算対象所得を計算する「超過利潤アプローチ」により対処することを検討すべき。そ
の際、「超過利潤アプローチ」は、所得を合算税制の対象から外すための簡便な方法となることに留意すべき。 

○ 知的財産については、研究開発減税を含む政策資源を投入して開発を支援しているものは、これが生み出す所得
を確実に日本で課税できるよう、制度改正により対応することが必要。 

○ 海外子会社が日本以外の国・地域に拠点をおく者と行う取引から得る所得についても、二重非課税となっている場
合には、日本の親会社の所得として課税すべき。 
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参考①：外国子会社合算税制に係る申告状況の推移 

事務年度(７月～６月） 

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 

区分 

特定外国子会社等を有する内国法人数 件 858 1,000 1,206 1,394 1,505 1,506 1,448 1,452 1,561 1,613 

同上に係る特定外国子会社等の数 件 5,018 5,959 7,924 9,595 11,185 9,002 8,614 8,600 8,937 9,466 

うち適用除外の数 件 1,977 2,605 4,360 5,907 6,715 5,105 4,226 4,250 4,842 5,299 

うち適用対象の数 件 3,041 3,354 3,564 3,688 4,470 3,897 4,388 4,350 4,095 4,167 

(注)1  本表は、原則として資本金1億円以上の内国法人に係る申告分の計数を集計したものである。 

   2  本表は、各事務年度中に申告期限が到来し、申告があったものを対象としている。 

3  「特定外国子会社等」とは、内国法人等が直接・間接に保有する株式等の割合が50％超の外国法人で、①所得に対して税を課さない国又は地 
   域に本店等を有する法人、又は②所得に対する租税の負担割合が25％（特定外国子会社等の平成22年４月以後に開始する事業年度において 
   は20％）以下の法人をいう。 
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○ 日本企業は世界各地に子会社を展開。数百社を超える海外子会社を保有する企業も存在。 

○ 現行の外国子会社合算税制は、進出先国の表面法人税率ではなく、各外国子会社の租税負担率により制度の対象を決定するアプローチ
（※ アメリカに拠点を置く企業であっても、租税負担率が20%未満であれば、制度の対象となる）。 

○ 現行税制下においても、法人税率がトリガー税率を上回る国・地域に所在する海外子会社が、「特定外国子会社等」として、同制度に基づ     
いて申告対象となっている。 

参考②：日本企業が展開している主な国・地域の法人税率と特定外国子会社等の数  

法人税率 日本企業が展開している主な国・地域 特定外国子会社等の数 
（ＣＦＣ税制対象法人数）※ 

40.75％ 米国 

282社 34.61％ インド 

30％ オーストラリア、フィリピン、メキシコ、ペルー 

29.65％ ドイツ 

3,906社 

25％ 中国、マレーシア、オランダ、パナマ 

24.2％ 韓国 

22％ ベトナム、スウェーデン、スロバキア 

20％ タイ、英国、ロシア、トルコ 

19％ ポーランド、チェコ、ハンガリー 

4,604社 

17.92％ スイス 

17％ シンガポール、台湾、スロベニア 

16.5％ 香港 

12.5％ アイルランド 

0％ ケイマン諸島、バミューダ、バーレーン 
（出典） 日本企業が展開している主な国・地域の法人税率は「2015 Global Tax Rate Survey」（KPMG International）により経産省作成。 
   ※ 特定外国子会社等の数は財務省調べ。平成27事務年度は9,466社で、上記に分類できない特定外国子会社等が674社存在。 

トリガー税率 
 
（20％未満） 

日本の 
法人税率 
 
（29.97％） 
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□米国 (参考） 

  親法人数 CFC数 
欠損金控除前の 

課税所得金額 （億円） 
① 

Subpart F  
所得金額 （億円） 

② 

Subpart F 所得金額の 
占める割合 
（②/①） 

2012年 14,039 88,038 
（1,774,274百万ドル） （63,109百万ドル） 

3.6% 
1,416,226 50,374 

(注１) 「親法人数」、「ＣＦＣ数」、「欠損金控除前の課税所得金額」、「Subpart F 所得金額」については、2012年７月から翌年６月までに行われた申告 に係る計数。 
(注２) 円建ての金額については、2012年平均TTMレート(79.82円／ドル)で換算したもの。 
(出典) IRS 「Statistics of Income Division」 

□日本 （参考） 

  親法人数 
特定外国 

子会社等の数 

  
欠損金控除前の 

課税所得金額 （億円） 
① 

外国子会社合算税制の 
対象所得金額 （億円） 

② 

対象所得金額の占める割合 
（②/①） 内、適用対象数 

2012年 1,448 8,614 4,388 494,575 3,904 0.8% 

2013年 1,452 8,600 4,350 595,967 3,707 0.6% 

2014年 1,561 8,937 4,095 633,485 4,093 0.6% 

(注１) 「親法人数」、「特定外国子会社等の数」、「適用対象数」、「外国子会社合算税制の対象所得金額」は、資本金1億円以上の法人に係る申告分の計数を集計したもので、各事務  
   年度中に申告期限が到来し申告があったものが対象。 
(注２)  「欠損金控除前の課税所得金額」は、各年の４月から翌年の３月末までに終了した事業年度に係る金額を集計したもの。 
(出典)  国税庁提供データ、国税庁 「会社標本調査」 
 

参考③：外国子会社合算税制の対象所得金額等に関する日米比較 
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20％ 

外国子会社合算税制：見直しの方向性 

トリガー税率 

【問題意識】 
○ 現行制度は、外国子会社の税負担水準が20％（トリガー税

率）以上であれば経済実体を伴わない所得であっても合算
せず、申告も求めない一方、実体ある事業から得た所得で
あっても合算してしまう、という問題あり（右記図参照）。 

○ 外国子会社配当益金不算入制度（2009年度導入）と相まっ
て、知財・金融資産等や事業を形式的・表面的に外国子会
社へと移転し、得られた所得を配当として日本に戻すことで
課税を逃れる行為を可能とする側面あり。 

 

能動的所得 受動的所得 

【見直しの方向性】 
○ 「価値創造の場で税を払うべき」というＢＥＰＳプロジェクトの

原則を踏まえ、外国子会社の所得の種類等に応じて合算対
象を決定するアプローチへと変更し、上記の問題に対応（そ
の際、過度の事務負担が生じないよう配慮）。 

  ・ 子会社が自らの能力と責任を持って取り組む商品の製
造・販売やサービスの提供による対価の獲得等、経済実
体がある事業から得た所得（能動的所得） 

          ⇒合算対象外（子会社所在地国で課税） 
  ・ 一定の金融所得や実質的活動のない事業から得られる

所得等（＝経済実体がない受動的所得） 
          ⇒親会社の所得に合算（日本で課税） 

     国内資産の減少、知の国外流出、サービス収支の減少、 
     日本企業が晒されるリピュテーション・リスクの増大、 
     税の空洞化、税制への信頼低下等の可能性 

      海外事業に取り組む日本企業のリピュテーション・リスク低減、 
    日本企業のグローバル・コーポレート・ガバナンス強化の促進、 
      海外成長市場の果実の日本経済への取込み促進、税制に対

する納税者の信頼の確保と税の空洞化の可能性への対処 

現行制度のイメージ 

見直しのイメージ 

能動的所得 受動的所得 

合算対象所得 

実体ある事業からの
所得も一部合算され

てしまう部分 
（Over Inclusion） 

実体を伴わない所得
であっても合算されな

い部分 
（Under Inclusion） 

外国子会社の 
租税負担率 

実体ある事業か
らの所得であれ
ば、合算対象外 経済実体がない

受動的所得であ
れば、合算対象 

税率を代替・
補完する 
「制度適用免
除基準」を 
検討・設定 
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適用免除基準案 メリット 留意点 

①総収入 
売上高 

・ 発生し得る租税回避リスクの規模との関連性が高
いか。 

・ 移転価格の国別報告書やマスターファイルでも採
用されていることから、多くの関係者にとって馴染み
がある。 

・ 景気変動の影響を受けやすい。 
・ 売上同規模でも、産業によって、機能や実態が大きく異なる。 
・ 各国会計基準の相違により影響がある（ネット・グロス等）。 
・ 事業活動以外の収入（会計上の調整項目）が含まれている。 
・ グループ内調整が可能である。 

②利益（率） 
・ 企業の担税力を表すものであり、新たに発生する 
 事務負担を許容できるかの目安ともなり得る。 

・ 景気変動の影響を受けやすい。 
・ グループ内調整が可能である。 

③資本 
・ 法人税法における中小法人を画する指標であり 
 線引きが容易である。 

・ 事業活動の規模を必ずしも表さない。 
・ グループ内調整が可能である。 
・  現行制度でも対象となっている中小法人や個人を一律に制度の対

象外とすることへの公平感・納得感を得ることが出来るか。 

④資産（中身） ・ （資産等の中身）BEPSリスクと一定の関連性がある。 ・ 無形資産等をオフバランスすれば制度の適用を免れることが可能。 

⑤租税負担率 
・ 一定のBEPSリスクを合理的に排除しつつ、対象者 
 を絞ることが可能。 

・ 事業体ベースで適用すると、実体のある所得まで合算対象となる(オ
ーバーインクルージョン)、あるいは、実体のない所得が合算対象とな
らない(アンダー・インクルージョン）、という問題が発生する。 

⑥国 ・ 簡便かつ明確に、対象者を絞ることが可能。 

・ BEPSリスクは必ずしも国ごとに異なるものではなく、所得の性質に起因
する面も大きい。 
・ ある国の中に存在する低課税地域等に起因するBESPリスクに対応で
きない。 
・ 外交的問題を惹起し易い。 

⑦免除基準なし 
・ BEPSリスクを網羅的に把握。 
・ 企業行動をゆがめず、経済活動に中立的。 

・ 制度設計によっては、実務的な事務負担が大きくなる可能性。 

直ちに合算課税すべき対象について 

【論点２】 租税回避リスクを効果的にとらまえつつ、過度な事務負担を生じさせない適用免除基準について、どう考え
るか。 

【論点１】 租税回避防止という本税制の趣旨や、今回の見直しの方向性等に鑑み、事務負担軽減のために導入する

適用免除基準に関わらず、直ちに、事業体レベルで合算課税すべき対象はあるか。 

適用免除基準の設定について 
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日 米 英 独 仏 

税率による 
適用免除基準 

なし 

あり 
 
※合算対象所得につき、
合算対象子会社の
税負担が米国最高
税率（３５％）の９０％
超（＝３１．５％）の場
合は除外 

あり 
 
※合算対象子会社の
税負担が英国での税
負担（２０％）の４分
の３以上（＝１５％）
の場合は除外 

あり 
 
※ 合算対象所得につ

き、合算対象子会社
の所在国での税負
担が２５％未満の場
合に適用 

なし 

デミニマス 
ルール 

あり 
※資産性所得につい
て1,000万円以下又
は合算対象子会社
の税引前所得の５％
相当額以下の場合 

あり 
※合算対象子会社の
総所得の５％又は
100万ドルのいずれ
か小さい方よりも少
額である場合 

あり 
※合算対象子会社の
会計上の利益又は
みなし課税利益が、
５万ポンド又は50万
ポンド（うち非事業所
得が５万ポンド以下）
を下回る場合 

あり 
※合算対象子会社の
総所得の10％を超え
ず、かつ、80,000ユ
ーロを超えない場合 

なし 
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参考④：個別の所得類型等に基づく諸外国の適用免除基準について 



○ 外国子会社が、親会社から投じられた資本で購入した事業用資産を使って通常得られると想定される利潤（通常利潤）と、実際にそ
の子会社が得た利潤とを比較。 

○ 実際の利潤が、通常利潤を上回る部分は、親会社の貢献があるからこそ得られた「超過利潤」と認識して親会社の所得に合算。 

① 超過利潤方式 

② 帰属主義方式 

○ グループ内企業のそれぞれが果たしている機能、負っているリスクを分析して、資産・負債及び収益・費用の帰属主体が子会社とな
るものを除いて、親会社の所得に合算。 

 （注）ＡＯＡ（Authorized OECD Approach）に基づく「帰属主義」における「重要な人的機能（Significant people function）」と同様の考え方を適用。 

○ 客観的な要素（従業員数、機能、ＩＰ開発への貢献度など）を用いて、外国子会社の所得を、親会社及び子会社に配分して、親会社
に合算すべき所得を算出。 

③ 要素配分方式 

④ 一定の割合による切分方式 

○ 法令により一定の割合（例えば判別困難な所得のX％を一律に合算）を定め、合算対象所得を機械的に算出。 

○ 「ＢＥＰＳ最終報告書」は、知的財産からの所得（＝受動的所得）が、販売所得に組み込まれ、「能動的所得」とし
てみなされて合算を免れる可能性を指摘。 

 ⇒ 例えば、能動的所得に分類される事業所得の中に、受動的所得に分類される知的財産からの所得が混じって
いるような、「能動的所得」「受動的所得」の判別困難な所得に対して、どのような方法で切り分けすることが考え
られるか。 

「能動的所得」と「受動的所得」の判別困難な場合への対応 
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③納税者への過
度な事務負担
発生を避けつつ、
租税回避を効
果的に抑制でき
るようにするに
は、どのように
対象を絞り込む
べきか。 

④調査権限の及ばない外国子会社に関する情報収集のあり方はどういったものが考えられるか。また、
それに伴う事業者の事務負担について、どう考えるか。 

（参考：第４回提出資料）外国子会社合算税制：改正に当たっての論点 １ 

①トリガー税率を上回る外国関係会社を一律・自動的に対象外として
いることについて、どう考えるか。 

外
国
関
係
会
社 

   

 
特 
定 
外 
国 
子 
会
社 
等  

 

租
税
負
担
割
合
が 

２
０
％
未
満  

 
 

の
外
国
関
係
会
社 

① 事業基準 
主たる事業が株式の保有、船舶・ 航空機リース 等でないこと（※） 
(※) 被統括会社の株式保有を主たる事業とする統括会社は除外 

② 実体基準 
    本店所在地国に主たる事業に必要な事務所等を有すること 

③ 管理支配基準 
    本店所在地国において事業の管理、支配及び運営を自ら 
        行っていること 

④ 所在地国基準（下記以外の業種） 
    主として所在地国で事業を行っていること 
           又は 
   非関連者基準（卸売業・保険業など７業種） 
        主として関連者（50％超出資）以外の者と取引を行っていること 

全てを 
満たす 

いずれかを
満たさない 

 

 

適
用
除
外 

 

居住者 
又は 

内国法人 

特殊 
関係者 
（個人・
法人） 

同族株主 
グループ 

居住者 
又は 

内国法人 

合
算
課
税 
な 
し 

資産性所得 
あり 

資産性所得 
なし 

制
度
の
対
象
外 

居
住
者
・
内
国
法
人
等
が
合
計
で
５
０
％
超
を
直
接
及
び
間
接
に
保
有 

資
産
性
所
得
の
合
算
課
税 

適用除外判定 
会
社
単
位
の
合
算
課
税 

⑤現在の適用除外判定で、実体ある事業が合算課税
されるようなケース（いわゆる、オーバーインクルージ
ョン）に対し、どのような対応が考えられるか。 

②資本関係を
断絶する一
方で、契約関
係等により子
会社を支配
しているよう
なケースに
は、どのよう
に対応すべ
きか。 
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